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て直接・間接効果を推計する。間接効果は直接効果から誘発される第 1 次間接効果、第 n 次間接効果か
ら誘発される第 n+1 次間接効果(n=1,2,3,…)の総和である。雇用誘発数の推計には、総務省「平成 17 年

















(c) エネルギー消費量 (d) CO2 排出量 
( )内の数値は、波及効果の大きさを示す乗数であり、直接効果に対する直接・間接効果の比率である。 





陸上 20,000 ギア式風車 2,000[kW]×10基
洋上着床 150,000 ギアレス式風車 5,000[kW]×30基

























































































































































































































































































































































与する研究開発を推進する必要がある(概要図 3 (a))。 
 洋上着床式風力発電の施設建設費用を削減するには、「建設工事」4だけでなく風力発電施設
というシステム全体の費用を削減する最適化が必要になる。また、洋上着床式風力発電では、
発電施設建設費用を削減する海洋インフラの構築技術も必要とされる(概要図 3 (b))。 
 フラッシュサイクル地熱発電の施設建設の費用を削減するために、「建設工事」を効率化する技







概要図 3 発電施設建設による産業部門別の生産誘発額 
 (直接効果と間接効果の総和の大きい上位 10 部門) 
 











































































































概要図 5 発電施設建設による産業部門別のエネルギー消費量 
 (直接効果と間接効果の総和の大きい上位 10 部門) 
 





概要図 6  生産誘発額と CO2 排出量の関係から見る発電施設建設の直接・間接効果 
 
















































































などの間接部門における CO2 排出量削減が相対的に大きく寄与する(概要図 7)。 









概要図 7 発電施設建設による産業部門別の CO2 排出量 




































































(3) 再生可能エネルギー発電施設建設による CO2 排出量の削減しつつ、発電施設建設費用を削減し
て発電コスト低減に寄与する研究開発の例 
 銑鉄、セメント部門における CO2 固定・貯留技術 CO2 排出削減技術や事業用発電、自家発電
部門における再生可能エネルギーの導入を拡大する研究開発 
 
これまでにも、生産誘発額、エネルギー消費量、CO2 排出量といった個別の指標について研究開発を
議論はあったが、社会的課題の解決に向けて、複数の研究開発指標から多面的に研究開発の方向性を
議論していくことが重要であろう。特に、雇用誘発数と研究開発の関係についてはこれまでに議論が少な
く、今後の公的研究開発投資を考える上で注目すべき論点と考えられる。再生可能エネルギーは地域的
に遍在する特徴があるため、地域性を考慮した雇用誘発効果の分析も検討する必要がある。 
本調査研究の分析対象は、再生可能エネルギー発電施設建設に留まっており、経常運転を含めた波
及効果の分析、発電施設の耐用年数や設備利用率を考慮した発電費用等については検討の余地があ
る。輸出入を含めた詳細な波及効果の分析も検討の必要がある。さらに、科学技術イノベーションによっ
てもたらされる将来の産業構造や社会の変化を反映したシナリオに基づく、経済・環境への波及効果の
分析が今後の課題である。
